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１．はじめに
　我が国における大学教育改革は1991年（平成
３年）のいわゆる大学設置基準の大綱化にはじ
まって以降，さまざまに行われてきた（中央教
育審議会（以下，中教審），2008）．とりわけ近
年においては少子化・高齢化，グローバル化と
いう大きな社会変化が産業界や政界まで含めた
社会の大学教育に対する期待を高めると同時
に，大学には教育の質を自己点検・評価するの
みならず，その結果を広く公表することが要請
されるようになってきた．
　中教審（2016）の「『卒業認定・学位授与の方
針』（ディプロマ・ポリシー），『教育課程編成・
実施の方針』（カリキュラム・ポリシー）及び『入
学者受入れの方針』（アドミッション・ポリシー）
の策定及び運用に関するガイドライン」で示さ
れたとおり，学校教育法施行規則の改正により，
2017年４月１日からすべての大学で３ポリシー
の策定・公表が義務化された．一方では2012年
のいわゆる「質的転換答申」（中教審，2012）
で触れられた「アセスメント・ポリシー」につ
いては法令上の位置づけから義務化されなかっ
たことから，努力目標と受け取られ教育現場に
誤解と混乱を招いている．とはいえ，中教審
（2014）の「高大接続答申」では「大学全体と
しての共通の評価方針（アセスメント・ポリ
シー）を確立したうえで……（以下，省略）」
と記されており，2014年頃からアセスメント・
ポリシーを策定している先進的な大学とそうで
ない大学の格差が浮き彫りになってきた状況で
ある．そのような最中，2018年の私学助成配分
ルールの変更が私立大学を一気にアセスメン
ト・ポリシー策定ムードにしたといえよう．
　そこで本稿では，近い将来，本学部において
も検討が開始されるであろうアセスメント・ポ
リシーの策定について，国内の先進事例である
愛媛大学，北海道大学，関西国際大学の３つの
事例を取り上げ，その取り組みを整理するとと
もに，策定におけるプロセス及び課題を提示す
ることを目的とする．
　
２．愛媛大学におけるアセスメント・ポリ
シー策定の取り組み
　愛媛大学では３ポリシーの策定（2014年～
2015年頃）に先立って2006年に各学部・学科の
教育責任者として「教育コーディネーター１」
１　教育方針の立案，カリキュラムの編成，教育内容の改善などの活動に中核的な役割を担う教員で学部・学科などカ
リキュラム単位ごとに最低１人が配置される．標準任期は専門性・継続性を考慮して４年で学部長推薦や学長指名に
よって60名程度が任命される．教育コーディネーターのうち各学部の副学部長クラスは「総括教育コーディネーター」
として学部長または学長に指名され全学的な教育課題を審議する教育学生支援会議の構成員となる．
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を発足し，以来，年度ごとにテーマを決め２，
毎年５回程度の教育コーディネーター研修会を
開催している．また，教育コーディネータ （ー学
部）と総括教育コーディネーター（全学）が連
携して教育改革の全学的方向性を検討・共有で
きるよう愛媛大学教育・学生支援機構内に「愛
媛大学教育学生支援会議」が組織されている 
（図１）．同大学では2007年に各学部・学科の３
ポリシー策定を開始し2009年には各学部・学科
のカリキュラム・アセスメント・チェックリス
トを作成，2014年から2015年にかけて全学３ポ
リシーを策定している（清水，2016）．
 （１）３ポリシーの策定とその背景
　愛媛大学では2007年から2008年にかけて先述
の教育コーディネーター研修会を中心に各学
部・学科の３ポリシーの策定とカリキュラム
マップの作成までを行っている．そこには，第
三者による大学評価への対応はさることながら
全学的な「教育重視」の意識が大きく影響して
いると報告されている（前掲書）．したがって，
３ポリシー策定にあたっては，後に齊藤ら
（2014）が指摘する「組織の問題（トップダウ
ンや一部の委員会による決定）」や沖（2015）
が指摘する「コンセンサスの問題（全学的な啓
蒙，執行部の学習会，作業部会への専門家によ
る指導・支援）」にそれ以前に対応した先進的
な事例といえる．
　愛媛大学では一貫性のある３ポリシーを構築
するために，①各学部・学科で DP を設定，②
各学部・学科の DP および授業科目の目標を基
にカリキュラム・チェックリスト（表１）を作
成，③各学部・学科の DP と AP を照合し既存
の AP を見直し，④1 ～３を踏まえてカリキュ
ラムを整備・カリキュラムマップを作成，とい
う４つのプロセスを経ている（清水，2016）が
その特徴としては次の２点があげられる．１つ
目は，先述の教育コーディネーターの関与であ
る．各学部の教育コーディネーターと全学教育
学生支援会議の構成員である総括教育コーディ
ネーターが連携して各部署の意見集約や他学部
との調整，全学的な統一フォーマットの作成な
ど，カリキュラムを統一的・俯瞰的な視点から
検討・改善することで，前出の「組織の問題」
と「コンセンサスの問題」を克服しているとい
える．２つ目は，客観的評価を可能にする DP
２　これまでに，2007年度「学士課程の体系化～ DP・CP・AP の策定と一貫性の構築～」，2008年度「学士課程教育
の体系化と授業改善～カリキュラムマップ作成とティーチング・ポートフォリオ開発～」，2009年度「学士課程教育
の体系化～カリキュラム・アセスメントと単位の実質化～」，2010年度「PDCA サイクルと単位制度の実質化」，こ
こ数年は2015年度「今後の入学者選抜のあり方を考える～学力の３要素と AP の実質化～」，2016年度「愛媛大学に
おける入試改革～高大接続を中心に～」他，といったテーマで開催されている．
図１　愛媛大学教育学生支援会議
（出所：清水2016: p.5）
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の策定である．DP は卒業時に100％達成して
いなければならない到達目標である．したがっ
て，学生が教育の成果として DP にどれくらい
到達しているかは客観的に測定できなければな
らない．愛媛大学では卒業時の到達目標を「知
識・理解」「思考・判断」「興味・関心・意欲」「態
度」「技能・表現」の５つの領域に分けてフォー
マット化し，各学部・学科で「学生」を主語に
明文化している．なお，愛媛大学では100％達
成していることが求められる到達目標（DP）
とは別に，準正課教育も含めた大学生活全体の
活動を総括する方向目標（目指すべき方向）と
して2012年に「愛大学生コンピテンシー」（図 
２）を策定している（松本，2013）．
 （２）アセスメント・ポリシーの策定とその背景
　愛媛大学では，前項で示した３ポリシー策定
段階（①～④の４つのプロセス）において，す
でにカリキュラム・チェックリストの作成とカ
リキュラムの整備およびカリキュラムマップの
作成までを行っており，アセスメント・ポリシー
の策定は比較的スムーズに行われたといえる．
2009年にはカリキュラム・チェックリストを改
善したカリキュラム・アセスメント・チェック
リストを作成し，2010年には各学部・学科にお
ける自己評価に加えてピア評価を導入・実施し
ている．愛媛大学のアセスメント・ポリシーが
「カリキュラム・アセスメント（CA）」と呼ば
れてきたのは，それがカリキュラム・チェック
図２　「愛大学生コンピテンシー」
（出所：愛媛大学 https://www.ehime-u.ac.jp/overview/competency/）
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リストから発展したことの所以といえる．
　カリキュラム・アセスメントでは，「DP を
達成するために『カリキュラムが適切に組まれ
ているか』，『目標どおりの教育成果を生み出し
ているか』」の２つ問いを中心に，教員のみな
らず職員，学生，企業関係者から意見と評価を
収集して実施している．これらの継続的なカリ
キュラム・アセスメントの結果として，2012年
に DP（到達目標）と区別した「愛大学生コン
ピテンシー（方向目標）」，2015年に「全学の３
つのポリシー」，そして2015年７月に「教学ア
セスメント・ポリシー」が制定されている．
　愛媛大学の教学アセスメントは，「学生の学
びと成長に関わる各種データおよびデータの収
集・分析・活用方法の総称」（愛媛大学教育企
画室）と定義されており，主として教学 IR を
中心に据えた意識がうかがえる．一見すると教
育政策への対応とも受け止められようが，「学
生中心の大学」を理念とし，アセスメントの文
脈では「客観性」を重視してきた経緯を見れば，
長年，教育改革を追求してきた結果であること
は容易に推察できよう．教学アセスメント・ポ
リシーを見ても，「『愛大学生コンピテンシー』
および『ディプロマ・ポリシー』の到達度を高
めるための重要な手段の一つ」として，「大学
教育のユニバーサル化・グローバル化への対応，
教育の内部質保証システムの実質化，教学改革・
推進のためのステークホルダーへの説明責任等
への対応」を目的として，「学生アンケートの
新規開発・改訂，成績や就職状況等の教学関係
データの整備」を行うことが明確に示されてい
る（愛媛大学教育企画室）．なお，同大学は全
学アセスメントとしてこれまでに全学対象アン
ケートの改訂，DP・愛大学生コンピテンシー
の評価，学力の３要素を踏まえた AP の見直し
等を実現している．
３．北海道大学におけるアセスメント・ポ
リシー策定の取り組み
 （１）３ポリシーの策定とその背景
　北海道大学では2012年度の機関別認証評価
（大学設置基準）の結果を受けて，2013年頃か
ら AP（アドミッション・ポリシー），DP（ディ
プロマ・ポリシー），CP（カリキュラム・ポリ
シー）の３ポリシー策定の準備をはじめている．
３つのポリシーは，大学の教育理念に基づいて
明確に定め，かつ公開されることを前提として
策定されている．なかでも CP の策定は特に注
意が払われており，CP は DP を考慮したうえ
で教育課程の編成と実施方法をまとめ，DP と
の対応表は単に科目群（大分類）と DP のチェッ
ク（表２）だけでは十分でないとし，科目ごと
（小分類）に DP との対応状況をチェックし（表
３），カリキュラム全体のバランスを考慮して
いる（すなわちこれがカリキュラムマップであ
る）．細川ら（2013）は，このプロセスが後の
カリキュラムやシラバスなどの改革につながっ
たとしている．
　また，細川ら（2013; 2018）は，大学におい
ても企業と同様に PDCA サイクル（Plan: 計
画，Do: 実行，Check: 評価，Action: 改善）
を繰り返すことによって組織を継続的に改善す
ることができるとし，そのうえで，３ポリシー
の策定は「Plan: 計画」の段階にすぎないこと
を指摘している．2013年当時，ポリシーに限ら
ず何らかの目標設定を終えている大学は半数を
超えていたとされるが，いずれにしても DP 
（どのような卒業生を輩出するか）を決め，そ
れにしたがって中身（カリキュラム）を検討す
るプロセスが重要であり，また，将来実施され
るであろう「Check: 評価」ではカリキュラム
に載せられた教育内容を表面的に確認するだけ
でなく，設定したポリシーが実現されているか，
すなわち，学生が卒業時に DP を達成している
かを評価することの重要性も示している．細川
らがこの頃から IR やアセスメント・ポリシー
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の導入に期待していたことがうかがえる．
 （２）アセスメント・ポリシーの策定とその背景
　前項のとおり，３ポリシーはそれを軸として
大学における PDCA サイクルを繰り返し実施
し，組織の改善や教育改革を実現するためのも
のである．とはいえ，３ポリシーの策定それ自
体は PDCA の「Plan: 計画」の段階にすぎず，
それが計画通りに「Do: 実行」されたかどう
かを「Check: 評価」しなければ改善に結びつ
くことはない．その「Check: 評価」ためのツー
ルがアセスメント・ポリシーであり，したがっ
て細川ら（2018）は「アセスメント・ポリシー
は DP が守られているかどうかを評価し次の改
革に役立てるための，手法と仕組みが記載され
ていなければならない．アセスメント・ポリシー
が宣言され，実施されることによって初めて
PDCA サイクルは完成する」とし，「アセスメ
ント・ポリシーには，評価の『方法』と『制度』
が実行を前提として記載されていることが必要
である」と述べているのである．このことはア
セスメント・ポリシー策定の本来の目的が中教
審（2014）の示すように「大学全体としての共
通の評価方法（アセスメント・ポリシー）を確
立する」ことにとどめず，「学生の学習履歴の
記録や自己評価のためのシステムの開発，アセ
スメント・テストや学習行動調査等の具体的な
学修成果の把握・評価方法の開発・実践，これ
表２　北海道大学 科目群（大分類）と DP のチェック表
（出所：細川ほか 2013: p.57 表３）
表３　北海道大学 科目（小分類）と DP のチェック表
（出所：細川ほか 2013: p.58 表４）
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らに基づく厳格な成績評価や卒業認定等を進め
ること」（前掲書）にあることを再度確認する
とともに，アセスメント・ポリシー策定の自己
目的化に警鐘を鳴らしているといえよう．すな
わち，内部質保証を実現レベルに向かわせるた
めの実質的な取り組みこそがアセスメントであ
り，アセスメントを実施するための具体的な方
法・制度を示したものがアセスメント・ポリシー
なのである．以上を踏まえて細川ら（2018）は，
アセスメント・ポリシーを DP が実現されてい
るか否かをチェックするためのものと定義し，
アセスメント・チェックリストを作成している
（表４）．
　表４では，一つひとつの点検・調査は，その
目的（「結果の活用方法」）と方法が明確に示さ
れている．例えば，４.「１, ３年生学習調査」
は学習状況やコンピテンシー習熟度を把握する
ため，５. および６.「卒業時調査」や７.「企
業調査」は大学の教育力や現状を把握しつつ，
卒業生の社会での評価やカリキュラム全体の検
討・改革ため，などである．さらに，それぞれ
の目的に応じて，「いつ」，「誰に」，「どのよう
な方法・内容・タイミング」で実施するかが明
記されている．
　北海道大学の事例で特に注目すべき点は次の
２点である．１つ目はアセスメントの結果を学
生（教育の現場）にまで還元している点である．
例えば，３.「達成度点検」は，学生個人の DP
達成度を評価するものであるが，これはあらか
じめ各科目に割り当てられた DP 寄与率によっ
て当該学生の現在の DP 達成度を示すと同時
に，４年間で寄与率を100にするためには今後
どのような科目を履修しなければならないかも
示している．卒業するために満たさなければな
らない（足りない）DP の観点を学生個人に示
しながら，そのなかで学生が主体的に履修科目
を選択できるような設計がなされている．２つ
目は成績評価だけではなく自己評価アンケート
（１.「卒業生アンケート」，４.「１, ３年生ア
ンケート」）とあわせて DP の達成度を確認し
ようとしている点である．これは従来の成績評
価はスキル評価向きでコンピテンシー評価は難
しいとの判断に基づいているが，大学側の視点
（成績評価）と学生側の視点（自己評価）を融
合した DP 達成度評価のあり方は学生を含めた
全組織的な取り組みとして大変示唆に富む視点
といえよう．
　細川ら（2018）は最後に，「アセスメント・
ポリシーを形式的に導入するだけでは，教育改
革への効果は期待できない．」と述べ，２つの
重要なポイントを示している．１つは共通調査
の利用である．これは米国の UCLA の HERI
（Higher Education Research Institute）の
ようなアンケートを標準化するという考え方で
あり，我が国では大学 IR コンソーシアムが実
施する「大学 IR コンソーシアム共通アンケー
ト」が紹介されている．もう１つは PDCA サ
イクルの「Action: 実行，改革」を実質化する
ための仕組みづくりの重要性である．アセスメ
ントにより課題を発見し，解決策を考えたとし
てもその後に行動できるような環境（体制）が
なければ改善に結びつかないことを「評価結果
とともに解決策（方法と制度）を提示しなけれ
ば意味がない」（細川ほか，2018）として締め
くくっている．
４．関西国際大学におけるアセスメント・ポ
リシー策定の取り組み
　関西国際大学は2013年度に教学マネジメント
の実態に関する訪問調査（関西国際大学，
2014）を実施したうえで３ポリシーおよびアセ
スメント・ポリシーの策定を行っている．同調
査は，自己評価報告書や認証評価結果をもとに，
教育改革に組織的に取り組んでいると思われる
私立大学を選定し，協力が得られた全国12校３
を訪問して教育改革の現状を調査するとともに
３　岡山商科大学，岡山理科大学，九州産業大学，京都産業大学，静岡産業大学，仙台白百合女子大学，玉川大学，プー
ル学院大学，文化学園大学，松本大学，宮城学院女子大学，酪農学園大学（五十音順）．
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表４　北海道大学 アセスメント・チェックリスト
（出所：細川ほか 2018: p.71 表２をもとに筆者作成）
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自学の教育改革に還元する目的で実施されてい
る．この調査を経て同大学では，2015年11月に
全学を対象とした「３つのポリシーの改正ガイ
ドライン」と「関西国際大学の３ポリシー案」
を策定し，2016年度までに全学レベルでの３ポ
リシーおよびアセスメント・ポリシーを策定・
公開している．
 （１）３ポリシーの策定とその背景
　2016年４月に全学レベルの３ポリシーの策定
を終えた同大学は，その後の学部・学科レベル
の３ポリシー策定では全学ポリシーとの整合性
を保つように「DP ⇒ CP ⇒ AP」の順に作成
している．作成に当たっては，当初は多人数の
プロジェクトチームでスタートされたが合意形
成と作成に時間を要し議論がまとまりにくかっ
たことから，中間期以降はプロジェクトチーム
を解散し，それ以降は学位プログラムの責任者
である学部長・学科長および学長が中心となっ
て原案づくりが行われた．とはいえ，その原案
づくりは閉鎖的ではなく，仮に学長と学部長・
学科長の１対１のやりとりであっても全学部
長・学科長にメール等で情報を共有し，良い点・
ポイントを積極的に共有するように努めたこと
が述べられている（濱名，2016a）．
　関西国際大学では教学マネジメントに対する
学長（濱名篤氏）の強力なリーダーシップが特
徴的であったといえるが，同氏の３ポリシー策
定に対する考え方は北海道大学の例（細川ほか，
2013; 2018）に類似している．同氏は「３つの
ポリシーのうち最初に作成しなければならない
のは，DP である．目標を定めなければ，内容
も方法も，評価のあり方も決めようがない．
［……］その目標の実現のためにどのような教
育内容や教育方法を組織的に用いるのかを明記
するのが CP である．これら２つの方針の教育
を受けるために必要な条件［……］を明確にす
るのが AP となる．［……］Plan 通り（DP や
CP に基づき）教育活動が行われているのか，
目標に沿った学修成果があがっているかを確認
することが『Check』である．その際の基本方
針がアセスメント・ポリシー［……］となる．」
（濱名，2016a：pp.36-37）と述べている．これ
は細川ら（2013; 2018）が示した，３ポリシー
の策定は PDCA サイクルの「Plan」にすぎず，
それを「Check（点検・評価活動）」するため
にアセスメント・ポリシーがあり，アセスメン
トの結果は「Action（改善）」という形で表出
されなければならないという考え方と相違ない
といえる．次項のアセスメント・ポリシーの策
定においても，同氏のこの方針が基盤となって
いる．
　
 （２）アセスメント・ポリシーの策定とその背景
　関西国際大学ではアセスメント・ポリシーを
「３つのポリシーを可視化するための鍵」とし
て，①大学及び学部・学科を対象とするプログ
ラム評価，②サブジェクトレベルでの授業科目
を対象とする評価，③学生個人を対象とする評
価，の３つの層でアセスメントの基本方針を示
している（濱名，2016b）．その際に，検証・
測定に必要な「観点・基準」と「尺度」のバラ
ンスや「定量・定性」を考慮しながら評価対象
に応じてパフォーマンス評価やルーブリック，
e ポートフォリオなどのアセスメント・ツール
を活用していることは注目すべき点である．な
かでも，同大学が３ポリシーのアセスメントに
ルーブリックを活用している点は愛媛大学や北
海道大学とは大きく異なる点としてあげられよ
う．前出の２大学がチェックリストという
Yes/No 型のアセスメントを行っているのに対
し，同大学は「観点」「基準」「尺度」が設定さ
れたルーブリックで形成的・段階的にアセスメ
ントを行っている（濱名，2015）．そこには，
必ずしも定量的に測ることができない複雑な学
位プログラム教育の成果を多元的・複眼的に捉
えようとする意図が推察される．いずれにして
も，３つのポリシー（とりわけ DP）を基本に，
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測定可能なものにしようとする点は３つの大学
に共通する点であるといえよう．
　また，関西国際大学と北海道大学では，３ポ
リシーおよびアセスメント・ポリシーの位置づ
けの点では類似しているものの前者については
とりわけアセスメントで最も重要なことは―
DP が実際に達成されているか，つまり，大学
自身が掲げた学位プログラムの目標（＝ DP）
に対して学修成果を上げられているかという―
マクロな評価であることを一段と強調してい
る．すなわち，アセスメント（Check）の対象は，
DP・CP・AP だけでなく，教育内容（教育課
程の考え方，特徴等）や教育方法（PBL，アク
ティブラーニング等）といった大学教育全体で
あり（図３），マクロな視点で評価を実施する
ことで，アセスメントの「形式化－実質化」の
問題を自ずと解決してくれることを示している
といえよう．
５．本研究への示唆
　まず，愛媛大学の事例からは執行部と教育現
場の調整役を担う「教育コーディネーター」の
存在が重要であることの示唆を得た．充職では
ないコーディネーターが主体的に研修を重ね，
教員や関係部局との連携を推進することで「組
織の問題」と「コンセンサスの問題」を克服し，
結果的には全学的なアセスメント意識を醸成し
たと考えられる．また，100％達成しているこ
とが求められる正課教育の到達目標を DP とし
て，準正課教育も含めた大学生活全体の活動を
総括する方向目標を「愛大学生コンピテンシー」
として，それぞれを区別しながらうまく融合し
ている点も示唆に富むものであった．
　次に，北海道大学の事例からは DP の達成状
況を評価するためのカリキュラム・チェックの
方法，カリキュラム・チェックリストからアセ
スメント・チェックリストへの発展のさせ方お
よび実際の評価方法について具体的な示唆を得
た．また，アセスメント・ポリシーの文面には
評価の「方法」と「制度」が，改善への取り組
みを実行する前提のもとで記載されていること
が重要であることの示唆も得た．そして，その
ためには構成員一人ひとりの意識改革が必要で
あることが課題となることも認識することがで
きた．
　最後に，関西国際大学の事例からは，教育理
念・目標（DP）を軸として演繹的に CP，AP，
アセスメント・ポリシーの順に整備することが，
一貫性のある教育プログラムの確立だけでな
く，アセスメント（ポリシー）の実質化にとっ
て重要であるとの示唆を得た．また，ルーブリッ
クをはじめとする種々の評価ツールを選択する
際は，評価対象と評価の目的に応じて適切に選
択することが重要であること，マクロ的な視点
図３　３つのポリシーの考え方と PDCA サイクルのイメージ
（出所：濱名 2016a: p.37 図表２）
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でアセスメントを捉えることが結果的にはミク
ロな教育シーンの改善にまでつながることの示
唆を得ることができた．
６．アセスメント・ポリシー策定に向けて
　本章では愛媛大学，北海道大学，関西国際大
学の共通点について再度整理したうえで，本学
部における今後のアセスメント・ポリシー策定
に対して提言を行う．
　３つの大学に共通していることは大きく２つ
である．１つ目は，「３ポリシーの策定は PDCA
サイクルの『Plan』を決めたにすぎない」と捉
えている点である．Plan 通りの教育が行われ
ているか／成果を上げているか（Do），それを
「Check」するためにあるのが「アセスメント」
である．アセスメントによって次の「Action 
（実行，改善）」へ，そしてまた次の「Plan」
へとつながるよう PDCA サイクルを回してい
くことが重要である．２つ目は，「DP のアセ
スメントはカリキュラムをチェックすることか
らである」という点である．カリキュラムをど
のレベル（大分類，小分類）でチェックするか，
どのチェックツールを用いるかの違いはあるに
せよ，まずは，DP を達成しうる教育プログラ
ム（カリキュラム）が編成されているかをチェッ
クすることが最初の大きな一歩であるといえ
る．小さくても確実に PDCA サイクルを回し
続けることによって，着実に改善を推進するこ
とが結果的には大きな Action を生むのではな
かろうか．
　最後にこれまで述べたことを踏まえて本学部
の文脈に即したアセスメント・ポリシー策定の
プロセス（図４）を示すことで本学部への提言
としたい．
７．おわりに
　本稿では，本学部でのアセスメント・ポリシー
策定への示唆を得るために国内の先進事例であ
る愛媛大学，北海道大学，関西国際大学の３つ
の大学における３ポリシーの策定からアセスメ
図４　アセスメントのプロセスとアセスメント・ポリシーの策定
（筆者作成）
アセスメント・ポリシー策定に向けて
― 愛媛大学・北海道大学・関西国際大学の事例から ―
― 99 ―
ント・ポリシー策定までの取り組みを整理した．
その結果，それぞれの大学が教育理念や建学の
精神に基づいて，まずはゴールとなる DP の策
定に取り組んでいることを把握した．また，
DP・CP・AP という３つのポリシーの策定は
PDCA サイクルの「Plan: 計画」を作ったに
すぎず，計画通りの教育が行われているか／成
果を上げているかを確認するために「Check: 
評価，アセスメント」があることを再認識する
ことができた．
　アセスメントの制度・体制については，愛媛
大学における「教育コーディネーター／総括教
育コーディネーター」と「全学教育学生支援会
議」による連携内容は大変示唆に富むもので
あった．また，アセスメントの方法については，
各大学で特徴・詳細は異なるものの，共通して
「DP を達成しうる教育プログラム（カリキュ
ラム，科目）となっているか」という視点で
チェックリストとルーブリックという２つの方
法で評価が行われていることを把握した．
　以上を踏まえて，本稿の提言として最後に本
学部におけるアセスメント・ポリシー策定のプ
ロセスを示した．本稿が本学部の教育改革の一
助となれば幸いである．
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